
地域学校協働活動推進事業について 

 

地域における教育力の低下、家庭の孤立化などの課題や、学校を取り巻く問題の複雑化・困難

化に対して、社会総掛りで対応することが求められており、地域と学校がパートナーとして連携

・協働するための組織的・継続的な仕組みが必要不可欠になっている。 

こうした社会背景を踏まえ、平成２７年１２月に中央教育審議会が取りまとめた「新しい時代

の教育や地方創生の実現に向けた学校と地域の連携・協働体制の在り方と今後の推進方策につい

て（答申）」では、今後の地域における学校との協働体制の在り方について、地域と学校が連携

・協働して、地域全体で未来を担う子供たちの成長を支え、地域を創生する「地域学校協働活動」

を推進すること、その活動を推進する新たな体制として「地域学校協働本部」を全国的に整備す

ることなどが提言された。 

千葉県教育委員会は、国の補助事業「地域学校協働活動推進事業」（国・県・市町村が１／３

ずつ費用を負担）を活用し，学校・家庭・地域が連携・協働し、地域住民等の参画により、学校

支援や放課後等の教育活動を実施し、地域全体で子供たちを育む体制づくりを推進している。 

 

１ 地域とともに歩む学校づくり推進支援事業（地域学校協働本部・地域未来塾の推進） 

（１）趣旨 

学校を核とした地域コミュニティの構築を図るため、授業補助や校内の環境整備、地域行

事への参画等の地域と学校が相互にパートナーとして連携・協働して行う活動や学習が遅れ

がちな中学生等を対象とした原則無料の学習支援など、地域学校協働活動を推進する。 

（２）事業内容 

ア 県の取組 

a 地域学校協働活動推進委員会の設置 

 行政関係者，学校教育関係者，社会教育関係者，福祉関係者等からなる推進委員

会を設置し，県内市町村の取組を支援 

 取組内容をまとめた啓発広報紙を県内市町村及び小中学校等に配布 

b 地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）研修の実施（「放課後子供教室

推進事業」と兼ねる） 

 「地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）研修講座」を３期に分けて開

催，人材発掘や育成，資質向上を図るための講義や演習，参観，協議等を実施 

 
＜令和元年度の実績状況＞ 

 

  

(1) 目 的 

地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）やボランティア、学校職員等を対象 

として，「地域学校協働活動」の推進のために必要な基礎的知識や技術の習得，資質の向

上を図るとともに，参加者のネットワーク作りの一助とする。 

資料８ 



(2) 期日・内容・会場・参加者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

期 期 日 内  容 会  場 参加者数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 

(1)５月２４日 午前 

地域学校協働本部 

ベーシック編 

①講義「地域学校協働本部とは
」 

②講義「先輩に学ぶ」 
③課題解決のためのワークシ
ョップ 

県総合教育センター １３１名 

(2)５月３１日 午前 

地域学校協働本部 

アドバンス編 

①県の事業説明 
②講義「地域学校協働本部とコ
ーディネーターの役割」 

③課題解決のためのワークシ
ョップ 

(3)５月２９日 午前 

放課後子供教室 

ベーシック編 

①講義「放課後子供教室とは」 
②講義「先輩に学ぶ」 
③課題解決のためのワークシ
ョップ 

(4)６月５日 午前 

放課後子供教室 

アドバンス編 

①県の事業説明 
②講義「放課後子供教室とコー
ディネーターの役割」 

③課題解決のためのワークシ
ョップ 

２ ８～１２月（計７回） 

活動の参観 

※教育事務所単位で実施 

・地域学校協働本部(２校) 

・放課後子供教室(５か所） 

①９月２６日(木) 
安食台小学校放課後子
供教室(栄町) 
 

②１０月７日(月) 
布佐中学校地域学校協
働活動本部(我孫子市) 
 

③１０月９日(水) 
久住小学校地域学校協
働本部(成田市) 
 

④１０月２５日(金) 
第八中学校地域学校協
働本部(市川市) 

 →大雨により中止 
 
⑤１０月２６日(土) 

長狭学園地域学校協働
本部(鴨川市) 

 →大雨により中止 
 
⑥１１月１６日(土) 

オープンサタデークラ
ブ茶道(野田市) 

 
⑦１１月２０日(水) 

勝田台南小学校放課後
子ども教室(八千代市) 

１０３名 

※11/11現在 

３ １月２８日 
講演，実践発表， 

ワークショップ 
県総合教育センター 

１０７名 

※昨年度実績 

 

 

イ 市町村の取組（指定都市・中核市を除く） 

ａ 市町村運営委員会の設置 

 学校関係者，関係団体，地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター），学

識経験者，関係行政担当者等からなる運営委員会を設置する。 

 教育支援活動等の運営方法等を検討 

 ｂ 地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）の配置 



 教育支援活動等の企画や学校・家庭・地域の調整 

ｃ 地域学校協働本部の実施（２４市町２２６本部） 

 学校に対する多様な協力活動：学習支援，子供の安全，環境整備等 

 学びによるまちづくり・地域課題解決学習：地域ブランド産品づくり，地域防災

マップの作製等 

 地域人材育成・郷土学習：伝統芸能学習，地域商店街での職場体験等 

 地域行事・ボランティア活動への参加：伝統行事・お祭りへの参画，施設でのボ

ランティア体験等 

ｄ  地域未来塾の実施（８市町３１か所） 

 学校や公民館等を会場にして中学生等を対象に，教員ＯＢや大学生など地域住民

が学習支援員として参画し，放課後や休業中等に原則無料の学習支援を実施 

※国の補助事業「地域学校協働活動推進事業」の活用状況（令和元年度） 

     令和元年度は，１７市町で１６８本部（小学校１７３校，中学校６８校，義務教育学

校２校，特別支援学校１校）が活用した。 

 

２ 放課後子供教室推進事業 

（１）趣旨 

共働き家庭等のいわゆる「小１の壁」打破を目指し，児童が放課後等を安全・安心に過ご

すことができる居場所整備を進めるとともに，次代を担う人材を育成するため、放課後や週

末等に小学校の余裕教室等を活用して，子供たちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設け，

地域の方々の参画を得て，子供たちとともに勉強やスポーツ・文化活動，地域住民との交流

活動等の取組を実施することにより，子供たちが地域社会の中で，心豊かに健やかに育まれ

る環境づくりを推進する。また、「新・放課後子ども総合プラン」に基づき、留守家庭児童

等を対象とする「放課後児童クラブ」との一体型を中心とした計画的な整備を推進する。 

（２）事業内容 

ア 県の取組 

a 地域学校協働活動推進委員会の設置 

行政関係者，学校教育関係者，社会教育関係者，福祉関係者等からなる地域学校協

働活動推進委員会を設置し，放課後対策事業の総合的な在り方の検討を行い，「新・

放課後子ども総合プラン」の推進を図る。 

b 地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）研修の実施 

市町村が小学校区毎に配置する地域コーディネーターや，放課後対策事業に関わる

協働活動サポーターや協働活動支援員等を対象に，資質向上を図るための講義，情報

交換・情報共有等を図る研修を実施する。 

c  「新・放課後子ども総合プラン」指導スタッフ等研修会（健康福祉部子育て支援課と 

  共催） 

 



期日・会場 内容 参加者 

令和元年 

９月１２日（木） 

千葉県総合教育

センター 

①説明：「放課後子供教室と放課後児童クラ

ブの概要について」 

②実践発表：「放課後子供教室と放課後児童

クラブの一体型における活動プログラムに

ついて（浦安市） 

③演習及びグループ発表 

①放課後子供教室コ

ーディネーター 

②放課後児童クラブ

指導員 

③行政担当者 

     （６８名） 

イ 市町村の取組 

a 市町村運営委員会の設置 

 事業計画の策定，安全管理方策，広報活動方策，ボランティア等の地域の協力者

の人材確保方策，活動プログラムの企画，事業実施後の検証・評価等について検

討する。 

b 学校区毎の協議会の設置（放課後児童クラブとの一体型） 

 放課後児童クラブとの共通プログラムの日時・内容・実施場所，子供の状況，情

報共有，学校施設の活用方法などを検討する。 

c 地域学校協働活動推進員（地域コーディネーター）の配置 

 保護者等に対する参加の呼びかけ，学校や関係機関・団体等との連絡調整，地域

の協力者の確保・登録・配置，活動プログラムの企画等を行うほか，本事業と放

課後児童クラブとの連携についての調整を図る。 

d 放課後子供教室の実施（３１市町２５３教室） 

 協働活動サポーター，協働活動支援員等を配置する。 

 基本的に小学校施設（余裕教室，校庭，体育館等）を活用して実施する。なお，

地域の実情に応じて，公民館や児童館などの社会教育施設等においても実施して

いる。 

 

３ 県立学校における地域学校協働活動の推進 

県立学校においての地域学校協働活動は、地域住民や保護者などを委員とした「開かれ

た学校づくり委員会」の機能を強化することで活性化をめざしていく。そのために「開か

れた学校づくり委員会」設置要綱を改正し、令和２年度より、各校の「開かれた学校づく

り委員会」に地域人材や企業等の調整役となる「地域コーディネーター」を配置するとと

もに、所掌事項に地域学校協働活動の企画及び運営を加えることで、学校の教育活動に必

要な支援や生徒による地域貢献活動といった地域学校協働活動の一層の充実を推進してい

く。 


